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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第120期

第２四半期
連結累計期間

第121期
第２四半期
連結累計期間

第120期

会計期間
自　2018年４月１日
至　2018年９月30日

自　2019年４月１日
至　2019年９月30日

自　2018年４月１日
至　2019年３月31日

売上高 （百万円） 83,678 78,261 167,419

経常利益 （百万円） 4,555 3,312 9,829

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 2,838 1,998 6,254

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,851 1,456 593

純資産額 （百万円） 170,261 167,812 167,671

総資産額 （百万円） 213,882 204,579 209,465

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 95.71 67.80 211.08

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 95.30 67.53 210.20

自己資本比率 （％） 71.4 73.8 71.7

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 6,054 △53 8,273

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △987 △2,329 1,232

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △2,706 △1,147 △3,979

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 29,195 28,580 32,316

 

回次
第120期

第２四半期
連結会計期間

第121期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2018年７月１日
至　2018年９月30日

自　2019年７月１日
至　2019年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 19.16 19.76

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

 

２【事業の内容】

 　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

 ａ.経営成績

当第２四半期連結累計期間における日本経済は、輸出は弱含んでいるものの、個人消費や設備投資は堅調に推移

し、概ね緩やかな回復が続いております。

世界経済は、米国では個人消費の増加などにより回復が続く一方、中国経済の減速に加え、米中貿易摩擦問題やイ

ラン情勢等の地政学的リスクの影響などから、アジア、欧州では弱含みが見られております。

鉄鋼業においては、日本国内市場は総じて堅調に推移しているものの、住宅を含む建築着工の減少や、家電製品の

販売減少など一部の需要産業に弱含みが見られます。

海外鉄鋼市場では、米国の鉄鋼輸入制限措置や中国経済の減速にもかかわらず中国鉄鋼メーカーは増産を続けてお

りアジアを中心に市況が軟化しております。

このような環境のなか、当社グループの当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高78,261百万円（前年同期

比5,416百万円減）、営業利益2,906百万円（同145百万円減）、経常利益3,312百万円（同1,242百万円減）、親会社

株主に帰属する四半期純利益1,998百万円（同839百万円減）となりました。

日本国内では店売り（一般流通向け）鋼板商品の販売増、エクステリア商品の売上増などから増収となりました。

損益面では主原料価格の上昇に加え、前年同期と比べ在庫評価による損益押し上げ効果が小幅にとどまったことなど

から減益となりました。

海外では、台湾の子会社である盛餘股份有限公司（以下、ＳＹＳＣＯ社という。）で厳しい事業環境が続いており

減収・減益となりましたが、中国の子会社である淀川盛餘（合肥）高科技鋼板有限公司（以下、ＹＳＳ社という。）

及びタイの子会社であるPCM PROCESSING (THAILAND) LTD.（以下、ＰＰＴ社という。）では減収となったものの損失

額は改善されました。

 

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

 

①鋼板関連事業

売上高は72,484百万円（同5,049百万円減）、営業利益は3,031百万円（同４百万円減）となり、減収・減益となり

ました。

＜鋼板業務＞

日本においては、ひも付き（特定需要家向け）で、輸入材増加の影響などによるめっき鋼板の販売量減少に加

え、家電向けカラー鋼板、海外市況の低迷から輸出についても低調に推移しましたが、建材向けカラー鋼板の販売

量は増加しました。また、店売り（一般流通向け）では、めっき鋼板・カラー鋼板ともに販売量が増加したことか

ら、概ね前年同期並みの売上高となりました。

海外では、台湾の子会社であるＳＹＳＣＯ社は、米国の保護主義的政策の影響などから減収となりました。ま

た、中国の子会社であるＹＳＳ社及びタイの子会社であるＰＰＴ社においても減収となりましたが、損益は改善さ

れております。

＜建材業務＞

建材業務の建材商品では、全般的に販売量が低調に推移したことから減収となりました。エクステリア商品で

は、販売価格の改定効果などから増収となりました。工事では、大型物件の完工増から増収となりました。
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②ロール事業

売上高は1,435百万円（同424百万円減）、営業損失は160百万円（前年同期は営業利益27百万円）であります。

昨年度に発覚した品質不適切問題の影響などから出荷量が減少し、減収・減益となりました。

 

③グレーチング事業

売上高は1,719百万円（同78百万円増）、営業利益は31百万円（同29百万円増）であります。

価格是正に一定の進捗があり、販売量についても堅調に推移したことなどから増収・増益となりました。

 

④不動産事業

売上高は602百万円（同18百万円増）、営業利益は424百万円（同18百万円増）であります。

賃貸ビルの入居賃料の増加などから増収・増益となりました。

 

⑤その他事業

売上高は2,020百万円（同39百万円減）、営業利益は172百万円（同１百万円増）であります。

エンジニアリング事業の売上が減少したことから減収となりましたが、物資販売事業などの採算の向上から増益と

なりました。

 

 ｂ.財政状態

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末より5,093百万円減少し115,662百万円となり

ました。主な要因としては、現金及び預金の減少（6,826百万円）、受取手形及び売掛金の減少（1,605百万円）、有

価証券の増加（2,985百万円）等となっております。

固定資産は前連結会計年度末より207百万円増加し88,917百万円となりました。主な要因としては、投資有価証券

の増加（1,161百万円）、有形固定資産の減少（1,091百万円）等となっております。

以上の結果、連結総資産は204,579百万円となり、前連結会計年度末と比べ4,885百万円減少しました。

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末より5,481百万円減少し21,687百万円となり

ました。主な要因としては、支払手形及び買掛金の減少（3,771百万円）等となっております。

固定負債は前連結会計年度末より455百万円増加し、15,080百万円となりました。主な要因としては、その他に含

まれる繰延税金負債の増加（516百万円）等となっております。

この結果、連結負債合計は36,767百万円となり、前連結会計年度末より5,026百万円減少しました。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末より140百万円増加し167,812百万円となりまし

た。主な要因としては、利益剰余金の増加（819百万円）、その他有価証券評価差額金の増加（638百万円）、為替換

算調整勘定の減少（709百万円）、非支配株主持分の減少（697百万円）等となっております。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前年同四半期連結会計

期間末に比べ614百万円減少、前連結会計年度末に比べ3,735百万円減少し、28,580百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の支出は53百万円（前年同期は6,054百万円の収入）となりました。税金等調整前四半期純利

益の計上（2,878百万円）、減価償却費（1,867百万円）、仕入債務の減少による支出（△3,736百万円）、法人税等

の支払額による支出（△1,639百万円）等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の支出は2,329百万円（前年同期は987百万円の支出）となりました。定期預金の支出と収入と

の純額（△1,519百万円）、投資有価証券の取得による支出（△953百万円）等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の支出は1,147百万円（前年同期は2,706百万円の支出）となりました。配当金の支払額（△

1,190百万円）等によるものです。
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(3）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

①基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念や当社の企業価値の様々な源泉、当

社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保、向上

させる者でなければならないと考えております。

一方、上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引に委ねられているため、当社の財務

及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様の意思に基づき決定されることを基本とし

ており、会社の支配権の移転を伴う当社株式の買収行為や買収提案に応じるか否かの判断も、最終的には株主の皆

様全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。

しかしながら、買収行為や買収提案の中には、長期的な経営意図や計画もなく一時的な収益の向上だけを目的と

したもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、当社の取締役会や株主が買収提案の内容等につ

いて検討し、あるいは当社の取締役会が代替案を提示するために合理的に必要十分な時間や情報を提供することの

ないもの、買収行為の条件等が企業価値ひいては株主共同の利益と比較して不十分又は不適当であるもの、企業価

値の維持・増大に必要不可欠なステークホルダーとの関係を損なおうとする意図のあるもの等、買収対象会社の企

業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうものが存在する可能性があることは否定できません。

当社に対しこのような買収を行う者は、例外的に当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でな

いと判断し、法令及び当社定款によって許容される範囲で必要かつ相当な措置を講じ当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を確保する必要があると考えております。

 

②株式会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組みの内容の概要

イ）事業内容の充実

　当社は独立系の鉄鋼メーカーとして、表面処理鋼板事業とその川下分野としての建材事業からなる鋼板関連事

業を中心に、電炉事業を源流とする鉄鋼ロール事業及び鋼製グレーチング事業、さらにはエンジニアリング、不

動産事業等を擁し、ユニークな存在感を発揮する企業として成長してまいりました。当社のコア事業である鋼板

部門では、環境負荷を低減するクロメートフリー対応等に代表される高い技術力を背景に、家電・建材向けに強

固な顧客基盤を有しており、また、その表面処理技術を活かして展開する建材商品及びエクステリア商品でも国

内トップクラスのシェアを確保しております。

　当社は、当社の基本理念・経営理念・行動原則に基づく機動力を活かした経営を追求するとともに、当社グ

ループの総合力と企画力を発揮することで、海外では新たな成長に向け事業の積極的な展開を進め、国内では縮

小トレンドの需要環境下でさらにシェアアップを図り、事業領域の拡大に取り組んでおります。今後も中期的に

この「海外事業展開」と「国内需要捕捉」を成長の基軸とし、「安全」・「安心」・「環境」・「景観」をキー

ワードとして、商品開発・製造・販売など事業活動のあらゆる側面に展開し、さらなる企業価値の向上を目指し

てまいります。
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ロ）当社グループの企業理念の共有

　当社は、その社会的責任と、さまざまなステークホルダーへの価値創造に配慮した経営による、中長期的な企

業価値向上の基礎となる経営理念として以下の「淀川製鋼グループ企業理念」を定め、グループ内で共有してお

ります。

 

【淀川製鋼グループ企業理念】

 

＜基本理念＞

 

新しい個性を持った価値の創造

 

淀川製鋼グループは、表面処理鋼板事業を主体として「新しい個性を持った価値の創造」を

グループの基本理念に掲げ、社会から信頼され、必要とされる存在価値のある企業を目指します。

 

＜経営理念＞

 

・顧客と株主から信頼され、期待される機能を創造します。

・広く社会から必要とされるベストメーカーを目指します。

・社員一人ひとりの個性をもって充実し、変革に挑戦し、成長します。

・社会・自然環境と調和し、共生に努めます。

 
 
　基本理念の「新しい個性を持った価値」とは、株主と顧客から信頼され期待される機能の創造（事業価値）、

必要とされるベストメーカーとしての持続力（存続価値）、変革挑戦し成長する社員一人ひとりの個性（社員価

値）、社会・自然環境と調和し共生する努力（社会価値）であります。当社グループ内において、これらの価値

観を共有することは、必ずや企業価値向上に資するものと考えております。

ハ）長期ビジョンと中期経営計画

　当社グループをとりまく環境が激しく変化するなか、当社グループが持続的に成長を果たしていくためには、

将来を見据えたビジョンと計画を持ち、その内容をさまざまなステークホルダーと共有することで当社グループ

の活力を高めていくことが有効であると考え、この度、当社グループの長期ビジョン及び2017年度から開始する

３年間の中期経営計画を策定しました。

ⅰ．長期ビジョン

　当社は創立90周年にあたる2025年に向けて、規模の追求よりも中身の充実を重視し、いかなる事業環境下でも

安定的に利益を計上し持続的に成長できる企業を目指します。

　『桜（ＳＡＫＵＲＡ）100』を長期ビジョンとして掲げ、当社のシンボルマークである桜のように、さまざま

な環境の変化に順応するたおやかな姿、新しい事業領域に挑戦し花を咲かせる姿、グローバルに愛され永く花を

咲かせる姿を目指し、営業利益100億円を安定して計上できる100年企業への発展を実現してまいります。

ⅱ．中期経営計画

　長期ビジョン『桜（ＳＡＫＵＲＡ）100』の実現に向け、2017年度～2019年度の経営計画として、『淀川製鋼

グループ中期経営計画2019』（以下、「本中期経営計画」といいます）を策定しております。その骨子の概要は

以下のとおりです。

なお、詳細は当社ホームページに掲載しておりますので、下記をご参照下さい。

＜ http://www.yodoko.co.jp/ir/mmp/pdf/mmp.pdf ＞

a.対象会社

淀川製鋼所及び連結子会社７社

b.対象期間

2017年度～2019年度の３年間

c.基本戦略

「既存事業における強靭な収益構造の確立」「新しい事業領域への挑戦」「強固な経営基盤の構築」を基軸と

する以下の８項目を基本戦略とし、本中期経営計画においては、長期ビジョンの達成に向けての礎を築くこと

に重点を置きます。
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Ａ．既存事業における強靭な収益構造の確立

A－1．ビジネスモデルの深化

A－2．ニッチ分野・差別化商品・用途開発への注力

A－3．グループ間の協働・連携強化

Ｂ．新しい事業領域への挑戦

B－1．既存事業を足掛かりとした新規事業の開拓

B－2．海外における川下分野への進出

Ｃ．強固な経営基盤の構築

C－1．強い財務体質と積極的な投資の両立

C－2．人材育成と組織力強化

C－3．全てのステークホルダーとの共生

 
 
d.資本政策と株主還元

当社は「株式会社淀川製鋼所 コーポレートガバナンスガイドライン」のなかで資本政策の基本方針を定めて

おります。＜ http://www.yodoko.co.jp/ir/cggl/cggl20181227.pdf ＞

本中期経営計画の期間中については、資本政策の基本方針に加え、以下の考え方に基づき機動的に資金を活用

してまいります。

ⅰ．資金使途としては、既存事業における競争力強化、新商品・戦略商品の開発、老朽設備・施設の更新・大規

模補修を優先する。

ⅱ．株主還元は、業績に応じた配当金の支払いと機動的な自己株式の取得とし、配当金の支払いの指標として

は、年間１株当たり50円以上を維持したうえで、連結配当性向年間30％～50％程度を目途に実施する。

ⅲ．新しい事業領域の開拓など、成長投資に向けて内部留保の充実に心掛ける。

e.設備投資

新商品開発、コストダウン及び品質向上など、競争力強化を目的とする戦略的な投資を優先的に実施し、併せ

て既存事業の継続に必要な老朽設備・施設の更新も計画的に実施してまいります。

2017年度～2019年度の総投資額は150億円を計画し、その内訳としては、競争力強化を目的とするもの75億

円、既存事業基盤の維持ほかを目的とするもの75億円とします。

f.定量的目標

既存事業における市況や為替相場などの環境の変動に左右されず、連結経常利益を安定して100億円以上計上

することを定量的目標とします。

ニ）コーポレート・ガバナンスの強化

ⅰ．当社のコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

　当社は、当社が持続的に成長し中長期的な企業価値向上を実現するために、株主・顧客・取引先・従業員・地

域社会等の全てのステークホルダーの立場を踏まえ、透明・公正かつ迅速・果敢な意思決定を行うことがコーポ

レート・ガバナンスの目的であると位置づけ、これまでもさまざまな取り組みを進めてまいりました。2015年12

月には、実効的なコーポレート・ガバナンスの指針として「株式会社淀川製鋼所 コーポレートガバナンスガイ

ドライン」を法令及び当社定款に次ぐ上位規程として定め、運用しております。

ⅱ．当社のコーポレート・ガバナンスの体制

　当社はその企業規模から経営の機動性を重視し、機関設計として会社法の定めに基づく監査役会設置会社を選

択しております。その上で、情報共有化の観点から経営の意思決定と業務執行との一体性を維持しつつ、取締役

の監督・意思決定機能と業務執行機能を効率的に一定の範囲で分離することを目的として執行役員制を導入して

おります。

　取締役会の体制としては、取締役の経営責任の明確化と、経営環境の変化に対応して最適な経営体制を機動的

に構築するため、取締役の任期を１年としております。機動的な経営を実現するため、定款における取締役の人

数は７名以内としており、経験や知見が異なる多様な取締役を選任することで、取締役会の適正規模と多様性を

確保することとしております。さらに、取締役会における、活発で建設的な議論による一層の活性化と、監督・

意思決定プロセスの透明性の強化のために、取締役の内の複数名は、業務執行を行わない東京証券取引所の独立

性基準を満たす独立社外取締役を選任することとしております。なお、2019年６月21日現在の取締役総数は７

名、内３名は独立社外取締役となっております。

　監査役会の体制としては、会社法及び当社定款の定めにより、監査役の人数は４名以内とし、その半数以上は

独立性を有する社外監査役を選任することとしております。
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ⅲ．コンプライアンスの推進

　当社は「淀川製鋼所グループ企業理念」に基づく事業活動を通じて、社会から信頼され、必要とされる存在価

値のある企業を目指すなかで、コンプライアンスの推進については「コンプライアンス宣言」のもと、「コンプ

ライアンス・ポリシー」ならびに「コンプライアンス行動指針」を定め、全役職員がそれぞれの立場でコンプラ

イアンスを自らの問題として捉え、公正で高い倫理観に基づき行動するための取り組みを継続しております。

 

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組

みの概要

当社は、買収防衛策として「当社株式等の大規模買付行為への対応方針」（以下「本プラン」といいます。）を

導入しております。本プランでは、当社株式に対し20％以上の大規模買付行為（市場取引、公開買付等の具体的な

買付方法の如何を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意したものを除きます。）を行おうとする者（以下

「大規模買付者」といいます。）が大規模買付行為実施前に遵守すべき、大規模買付行為に関する合理的なルール

（以下「大規模買付ルール」といいます。）を定めております。大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買

付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、当社取締役会の意見を提供し、更には当社株主の皆様が当

社取締役会の代替案の提示を受ける機会を確保することを目的としております。当社取締役会は、大規模買付者に

対し、大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を日本語で記載した書面を当社取締役会に提供することを要請

し、当該情報の提供完了後、大規模買付行為の評価検討のための期間を設定し、当社取締役会としての意見形成や

必要に応じ代替案の策定を行い、公表することとします。従いまして、大規模買付行為は、取締役会の評価検討の

期間の経過後にのみ開始されるものとします。大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守した場合は、当社取締役

会は、当該大規模買付行為が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく毀損することが明白と判断される

場合を除き、対抗措置をとりません。ただし、大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守しなかった場合、遵守し

ても大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損

なうと判断される場合には、当社取締役会は、当社企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、対

抗措置をとることがあります。このように、対抗措置をとる場合には、その判断の合理性及び公正性を担保するた

めに、当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし

ます。

　本プランは、2017年６月22日開催の当社定時株主総会において株主の皆様にご承認を賜り継続しており、その有

効期限は、同日から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する当社定時株主総会終結時までとなって

おります。

 

④本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目

的とするものではないことについて

当社では、以下の理由から、本プランが「事業上及び財務上の対処すべき課題」①の基本方針に沿い、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものとはならな

いと考えております。

イ）買収防衛策に関する指針において定める三原則を完全に充足していること及び経済産業省に設置された企業価

値研究会が2008年６月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」及び東京

証券取引所が2015年６月１日に公表した「コーポレートガバナンス・コード」の「原則1-5いわゆる買収防衛

策」の内容も踏まえたものとなっていること

ロ）当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の目的をもって継続されていること

ハ）株主の合理的意思に依拠したものであること

ニ）独立性の高い社外者の判断を重視すること

ホ）合理的な客観的発動要件を設定していること

ヘ）デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと
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(5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、232百万円であります。なお、当第２

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

足元の世界経済は、米国では景気回復が続いておりますが、中国では景気は緩やかな減速が続くことが見込まれて

おり、米中貿易摩擦などの通商問題や、原油価格の上昇などによる景気の減速リスクは高まっております。

日本経済は、雇用・所得環境の改善などを背景に、緩やかな回復が見込まれるものの、消費増税による個人消費の

減少、中国経済の減速や原油価格の上昇などのリスクに加え、台風被害の影響もあって先行きの不透明感は高まって

おります。

鉄鋼市場においても、日本国内・海外ともに先行きの不透明感は増しており需要の下振れリスクは高まっておりま

す。当社グループにおいては、保護主義的措置の影響が続く海外子会社の厳しい受注環境に加え、熱延鋼板や亜鉛な

どの原材料価格においても引き続き高止まり基調が続くと考えられ、損益面では厳しい状況が継続するものと予想さ

れます。

このような環境の中、当社グループとしましては、強みである機動力を最大限発揮しながら、新しい市場の開拓や

高付加価値商品の拡販を推し進め、収益力強化を図ってまいります。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 143,000,000

計 143,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2019年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2019年11月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 35,837,230 35,837,230
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 35,837,230 35,837,230 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 決議年月日 2019年７月11日

付与対象者の区分及び人数（名）
取締役 ４

執行役員 ６(取締役兼務を除く)

新株予約権の数（個）※ 71

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　14,200

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1

新株予約権の行使期間 ※
自　2019年７月27日

至　2039年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格

資本組入額

1,423

713

新株予約権の行使の条件 ※

(1）新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位

をも喪失した日の翌日(以下、「権利行使開始日」という。)

から新株予約権を行使できるものとする。

(2）上記(1）にかかわらず、2038年６月29日に至るまで新株予約

権者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、2038年６月

30日より新株予約権を行使できるものとする。

(3）各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するもの

とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※
－

　※　新株予約権証券の発行時（2019年７月26日）における内容を記載しております。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減額
(百万円)

資本準備金残高
（百万円）

2019年７月１日～
2019年９月30日

－ 35,837 － 23,220 － 5,805

 

（５）【大株主の状況】

  2019年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式
を除く。）
の総数に対
する所有株
式数の割合
（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,369 4.60

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,218 4.09

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号 1,068 3.58

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 1,062 3.56

ヨドコウ取引先持株会 大阪市中央区南本町四丁目１番１号 934 3.14

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 618 2.07

株式會社ポスコ（POSCO）
（常任代理人シティバンク、エヌ・
エイ東京支店）

大韓民国慶尚北道浦項市南区槐東洞１番地
（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

600 2.01

JFEスチール株式会社 東京都千代田区内幸町二丁目２番３号 587 1.97

株式会社佐渡島 大阪市中央区島之内一丁目16番19号 569 1.91

日本ペイント・インダストリアル

コーティングス株式会社
東京都品川区南品川四丁目１番15号 547 1.83

計 － 8,574 28.81

（注）上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　697千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　（信託口）1,063千株
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2019年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,763,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,999,000 289,990 －

単元未満株式 普通株式 74,830 － －

発行済株式総数  35,837,230 － －

総株主の議決権  － 289,990 －

 

②【自己株式等】

    2019年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱淀川製鋼所
大阪市中央区南本町

四丁目１番１号
6,075,900 － 6,075,900 16.95

㈱佐渡島
大阪市中央区島之内

一丁目16番19号
569,000 1,900 570,900 1.59

フジデン㈱
大阪市中央区南本町

二丁目６番12号
96,800 1,700 98,500 0.27

東栄ルーフ工業㈱
茨城県稲敷市甘田

2415
17,400 700 18,100 0.05

計 － 6,759,100 4,300 6,763,400 18.87

（注）　㈱佐渡島、フジデン㈱、東栄ルーフ工業㈱は、当社の取引先会社で構成される持株会（ヨドコウ取引先持株会　

大阪市中央区南本町四丁目１番１号）に加入しており、同持株会名義で当社株式をそれぞれ1,963株、1,775株、

736株所有しております。

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 36,843 30,017

受取手形及び売掛金 ※２ 44,018 42,412

有価証券 3,494 6,480

商品及び製品 15,519 16,156

仕掛品 4,397 3,994

原材料及び貯蔵品 12,733 12,081

その他 3,881 4,652

貸倒引当金 △132 △132

流動資産合計 120,755 115,662

固定資産   

有形固定資産 48,126 47,035

無形固定資産 1,472 1,613

投資その他の資産   

投資有価証券 38,292 39,453

その他 817 813

投資その他の資産合計 39,109 40,267

固定資産合計 88,709 88,917

資産合計 209,465 204,579

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 17,858 14,087

短期借入金 327 546

未払法人税等 1,736 1,034

賞与引当金 971 1,152

その他 ※２ 6,274 4,865

流動負債合計 27,168 21,687

固定負債   

役員退職慰労引当金 66 73

退職給付に係る負債 7,154 7,085

その他 7,403 7,921

固定負債合計 14,624 15,080

負債合計 41,793 36,767

純資産の部   

株主資本   

資本金 23,220 23,220

資本剰余金 20,385 20,384

利益剰余金 104,961 105,780

自己株式 △13,061 △13,061

株主資本合計 135,505 136,325

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 12,213 12,851

繰延ヘッジ損益 － △0

土地再評価差額金 1,639 1,639

為替換算調整勘定 1,378 669

退職給付に係る調整累計額 △500 △428

その他の包括利益累計額合計 14,730 14,731

新株予約権 210 228

非支配株主持分 17,225 16,527

純資産合計 167,671 167,812

負債純資産合計 209,465 204,579
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

売上高 83,678 78,261

売上原価 71,917 66,742

売上総利益 11,761 11,519

販売費及び一般管理費 ※ 8,709 ※ 8,612

営業利益 3,052 2,906

営業外収益   

受取利息 260 260

受取配当金 472 462

為替差益 112 －

投資有価証券売却益 466 0

持分法による投資利益 177 257

その他 191 166

営業外収益合計 1,680 1,146

営業外費用   

支払利息 39 44

為替差損 － 39

海外出向費用 101 83

デリバティブ評価損 － 546

その他 35 26

営業外費用合計 177 740

経常利益 4,555 3,312

特別利益   

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失   

固定資産除売却損 22 56

投資有価証券評価損 12 356

減損損失 2 0

災害による損失 231 20

特別損失合計 269 434

税金等調整前四半期純利益 4,286 2,878

法人税、住民税及び事業税 1,527 973

法人税等調整額 △316 △14

法人税等合計 1,210 958

四半期純利益 3,075 1,920

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
236 △78

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,838 1,998
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

四半期純利益 3,075 1,920

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 600 734

繰延ヘッジ損益 － △0

為替換算調整勘定 △2,027 △1,270

退職給付に係る調整額 221 105

持分法適用会社に対する持分相当額 △17 △32

その他の包括利益合計 △1,223 △463

四半期包括利益 1,851 1,456

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,385 1,999

非支配株主に係る四半期包括利益 △534 △543
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 4,286 2,878

減価償却費 1,966 1,867

のれん償却額 1 －

持分法による投資損益（△は益） △177 △257

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 227 61

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5 7

賞与引当金の増減額（△は減少） 184 186

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △0

受取利息及び受取配当金 △732 △722

支払利息 39 44

受取保険金 △89 △76

投資有価証券売却損益（△は益） △466 △0

投資有価証券評価損益（△は益） 12 356

デリバティブ評価損益（△は益） － 546

有形及び無形固定資産除売却損益（△は益） 22 56

災害損失 231 20

減損損失 2 0

売上債権の増減額（△は増加） 1,741 1,493

たな卸資産の増減額（△は増加） 612 △67

仕入債務の増減額（△は減少） △449 △3,736

未払消費税等の増減額（△は減少） 167 △424

その他 △445 △1,456

小計 7,130 779

保険金の受取額 89 76

利息及び配当金の受取額 762 831

利息の支払額 △40 △42

災害損失の支払額 － △58

法人税等の支払額 △1,887 △1,639

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,054 △53

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,555 △5,333

定期預金の払戻による収入 657 3,814

有価証券の売却及び償還による収入 1,300 650

有形固定資産の取得による支出 △1,451 △917

有形固定資産の売却による収入 － 0

無形固定資産の取得による支出 △45 △222

投資有価証券の取得による支出 △1,623 △953

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,744 600

貸付けによる支出 △14 －

貸付金の回収による収入 0 33

投資活動によるキャッシュ・フロー △987 △2,329

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 251 208

リース債務の返済による支出 △752 △10

自己株式の売却による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △1,197 △1,190

非支配株主への配当金の支払額 △1,005 △154

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,706 △1,147

現金及び現金同等物に係る換算差額 △442 △205

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,917 △3,735

現金及び現金同等物の期首残高 27,277 32,316

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 29,195 ※ 28,580
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【注記事項】

（会計方針の変更）

「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　2019年６月28日）

及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　2018年９月14日）（以下「実務対

応報告第18号等」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、在外子会社等において国際財務報告基準第９

号「金融商品」を適用し、資本性金融商品の公正価値の事後的な変動をその他の包括利益に表示する選択をしている場合

に、連結決算手続上、当該資本性金融商品の売却損益相当額及び減損損失相当額を当期の損益とすることとしました。

なお、この変更に伴う当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響額はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１ 偶発債務

保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2019年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2019年９月30日）

淀鋼建材（杭州）有限公司 121百万円 淀鋼建材（杭州）有限公司 141百万円

 

※２ 期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。なお、前連結会計

年度の期末日が金融機関の休日であったため、次の前連結会計年度末日満期手形について満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。

前連結会計年度
（2019年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2019年９月30日）

 
受取手形 1,195百万円

支払手形 414

流動負債（その他） 7

（設備関係支払手形）  
 

 
受取手形 －百万円

支払手形 －

流動負債（その他） －

（設備関係支払手形）  
 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間

（自 2018年４月１日
　　至 2018年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日

　　至 2019年９月30日）

賞与引当金繰入額 345百万円 336百万円

退職給付費用 193 138

運賃 2,542 2,445

給料手当 1,987 1,895
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

現金及び預金勘定 33,682百万円 30,017百万円

有価証券勘定のうちの投資信託受益証券等 1,000 5,000

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △5,487 △6,436

現金及び現金同等物 29,195 28,580

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日　至 2018年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月10日

取締役会
普通株式 1,197 40 2018年３月31日 2018年６月25日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年11月２日

取締役会
普通株式 898 30 2018年９月30日 2018年12月３日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 2019年４月１日　至 2019年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年５月９日

取締役会
普通株式 1,190 40 2019年３月31日 2019年６月24日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年11月１日

取締役会
普通株式 892 30 2019年９月30日 2019年12月２日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自2018年４月１日　至2018年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

 
鋼板関連

事業

ロール

事業

グレーチン

グ事業

不動産

事業
計

売上高          

外部顧客への売上高 77,533 1,860 1,640 584 81,618 2,060 83,678 － 83,678

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 221 221 1,188 1,409 △1,409 －

計 77,533 1,860 1,640 805 81,839 3,248 85,088 △1,409 83,678

セグメント利益 3,036 27 1 405 3,471 171 3,642 △590 3,052

(注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、運輸・倉庫業、ゴルフ場、機

械プラント、売電（太陽光発電）等の事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額には、配賦不能費用△591百万円、セグメント間取引消去１百万円を含んでおりま

す。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自2019年４月１日　至2019年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

 
鋼板関連

事業

ロール

事業

グレーチン

グ事業

不動産

事業
計

売上高          

外部顧客への売上高 72,484 1,435 1,719 602 76,241 2,020 78,261 － 78,261

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 221 221 1,259 1,480 △1,480 －

計 72,484 1,435 1,719 823 76,462 3,279 79,742 △1,480 78,261

セグメント利益又は

損失（△）
3,031 △160 31 424 3,327 172 3,500 △593 2,906

(注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、運輸・倉庫業、ゴルフ場、機

械プラント、売電（太陽光発電）等の事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額には、配賦不能費用△593百万円、セグメント間取引消去０百万円を

含んでおります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益 95円71銭 67円80銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
2,838 1,998

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（百万円）
2,838 1,998

普通株式の期中平均株式数（千株） 29,655 29,475

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 95円30銭 67円53銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 127 118

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　2019年11月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………892百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………30円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2019年12月２日

　（注） 2019年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年11月８日

株式会社淀川製鋼所

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上田 　美穂　印

 
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 飛田 　貴史　印

 
 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社淀川製

鋼所の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社淀川製鋼所及び連結子会社の2019年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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